
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 





 





 

 

 

 

 

 

 















 









































１． 重要な会計方針

（１） 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

（２） 固定資産の減価償却の方法

（３） 引当金の計上基準

①　退職給付見込額の期間帰属方法

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

個 別 注 記 表

定額法 　ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間に
基づく定額法によっております。

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産については、リース期間を耐
用年数とし、残存価額は実質残存価額とする定額法によっております。

先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数
による定額法により、翌事業年度より費用処理しております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当期末要支
給額を計上しております。

 ・ ・ ・

工事損失引当金  ・ ・ ・

工事材料品  ・ ・ ・ ・ ・

貯蔵品  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数によ
る定額法により、発生時より費用処理しております。

退職給付引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒
懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

受注工事に係る将来の損失に備えるため、未完成工事の損失見込額を計上しており
ます。

従業員（他社からの出向社員を除く）の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

商品  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

子会社株式  ・ ・ ・ ・ ・ 移動平均法による原価法

貸倒引当金 ・ ・ ・ ・ ・ ・

有形固定資産
(リース資産を除く）

 ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・リース資産

 ・ ・ ・

未成工事支出金  ・ ・ ・

無形固定資産
(リース資産を除く）

先入先出法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

定額法

役員退職慰労引当金
 
・
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（４） 収益及び費用の計上基準

（５） その他計算書類の作成のため基本となる重要な事項

１．消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２．連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しています。　

３．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

２． 貸借対照表に関する注記

（１） 減価償却累計額　

有形固定資産 千円

（２） 関係会社に対する金銭債権・債務

金銭債権 千円

金銭債務 千円

（３） 保証債務

　取引先が電力会社に支払う共架料等に対し連帯保証を行っております。

　その偶発債務は48,626千円であります。

３． 税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、固定資産等であり、繰延税金負債の発生原因は、資産除去債

務であります。

　なお、繰延税金資産においては、評価性引当額 1,296,931千円を控除しております。

272,955,615

145,673

548,013

　工事契約に係る収益の計上基準は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事のう
ち重要な工事については工事進行基準（工事の進捗見積りは原価比例法）を、その他工事については工事完成基
準を適用しております。

　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)における「創設されたグループ通算制度へ
の移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目」については、「連結
納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号
2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税
法の規定に基づいています。
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４． 関連当事者との取引に関する注記

兄弟会社 （単位：千円）

（注） １．上記の取引条件及び決定方法については、他の取引と同様の条件によっております。

２．取引金額については、消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

３．資金の預け入及び資金の借入の取引金額については、事業年度中のＣＭＳによる平均残高を記載しております。

４．ＣＭＳ契約に基づく金利は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

５． １株当たり情報に関する注記

（１） １株当たり純資産額 円 銭

（２） １株当たり当期純損失 円 銭

６． 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

53,624 37

― 

売掛金 2,549 

19,676 

17,978,945 
債権債務の
相殺処理

46,959,006 

金融
事業

― ―
債権債務

ネッティング
業務

未収入金

電信電話
設備の

保守管理
15,616,428 売掛金

― 1名 23,153,933 

期末残高

1,550,253 11

ＮＴＴ
ファイナ
ンス㈱

利息の受入

12,259,836 

―

資金の
預け入

1,349 

電信電話
設備の

保守管理

科目

預け金 6,085,094 

種類
会社等
の名称

所在地
資本金

（百万円）
事業の
内容

親会社
の

子会社

東日本
電信電
話㈱

西日本
電信電
話㈱

地域
通信

地域
通信

東京都
新宿区

335,000 

大阪市
中央区

312,000 

東京都
港区

16,770 

関係内容

設備保守

議決権の
被所有割
合（％）

役員の
兼任等
（名）

― 1名

取引金額

設備保守

事業上
の関係

取引の内容

－ 5 －


